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要旨
　子どもの問題行動の解決のためには、学校における生徒指導体制の整備や、学校と関係機関等との連携が重要であること
は、各種提言や通知で繰り返し強調されており、生徒指導を進める上で関係機関との連携は欠かせないものとなっている。
本研究の目的は、学校と外部機関との連携に焦点を当て、子どもの問題行動を認知した生徒指導主事が連携することによっ
て、問題の状況が好転するまでのプロセスをモデル化することである。調査対象者は中学校に勤務する生徒指導主事１名と
し、連携を必要とした事例について半構造化面接を行った。複線経路・等至性モデル（TEM）を用いて分析、記述を行った。
　生徒指導主事は、問題行動に虞犯性がない場合でも、家庭環境や友人関係、本人の資質などの情報から、問題が複雑化、
長期化する要因があると、外部連携が必要であると判断している。また、連携先の検討の際には、将来にわたる援助の必要
性も見据えて連携先を選定していた。関係機関と面識を持ち、関係機関に対する理解を深め、それぞれの専門性に応じた連
携を行うことが問題の好転化において、重要な要因となっていることが示唆された。
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Abstract
　In order to resolve children’s problematic behaviors, it is repeatedly addressed through various suggestions and 
information that it is important for schools to provide guidance to students and for schools and relating organizations to 
coordinate.  It is vital to coordinate with relating organizations on providing guidance to students.  The objectives of this study 
is to modelize a coordination process between schools and  external organizations.  The coordination process focuses on a 
coordination with external organizations and shows how children’s problematic behaviors turns for better by a student 
supervisor who is aware of such behaviors coordinating with external organizations. 
　The study was conducted by giving a semi-structured interview to one student supervisor who works at a junior high school 
on cases that required the coordination.  The analysis and descriptions were done using Trajectory and Equifinality Model 
(TEM). 
　Even if the problematic behaviors might not show any potentials of crimes, based on information such as student’s home 
environment, friends, and nature, the student supervisor determines that the coordination with external organizations is 
necessary for a case with factors that could potentially complicate and prolong problems.  Also, when considering external 
organizations, the supervisor made selections based on the necessity of assistance for the future.  It is suggested that, facing 
with and having deeper understandings of relating organizations, and coordinating with various organizations according to 
their specialties are the important factors of turning the problems for the better.

Key words
problematic behaviors ,external organizations, coordination process, modelization 
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Ⅰ　はじめに

　児童生徒を取り巻く近年の状況をみると、
都市化や少子化、情報化の進展、家庭や地域
の教育力の低下に伴って、児童生徒の問題行
動も複雑化・多様化し、学校だけで対応して
いくのは困難な事例も多くみられる

１）

ことか
ら、学校は、「学校内ですべての問題を解決
しようとする抱え込み意識を捨て」

２）

関係機関
と連携することが求められている。
　平成22年に文部科学省が発行した「生徒指
導提要」では、関係機関との連携について、
児童生徒の発達を促す連携（日々の連携）
と、問題行動等への対応を行うための連携
（緊急時の連携）の二つを示し

３）

、「日々の連
携」を丁寧に行うことで、問題行動の減少や
学校や家庭、地域の教育力が期待でき、ま
た、日ごろから関係機関との交流を持つこと
で、円滑な「緊急時の連携」につながると、
２つの連携の視点を意識することの重要性が
述べられている。
　これらの連携の要となるのは、生徒指導主
事である。生徒指導主事は、①生徒指導を組
織的計画的に運営する責任を持つ、②生徒指
導を計画的・継続的に推進するため、連絡調
整を図る、③生徒指導に関する専門的事項の
担当者になるとともに職員に対し指導助言す
る、④児童生徒や家庭、関係機関に働きか
け、問題解決にあたる、

４）

という役割を果たし
ている。照山

５）

は、これら生徒指導主事の役割
を「リーダー」「コーディネーター」「メン
ター（助言者）」と位置付け、その中で最も
難しいのは「コーディネーター」としての役
割であるとしている。これは、児童生徒の問
題行動の複雑化・多様化に対応し、教育委員
会、教育相談センター、発達障害支援セン
ター、児童相談所、民生委員、警察など様々
な機関と連携する必要があることに加え、
「生徒指導がそれぞれの学校の状況や歴史的
な文脈、あるいは個々の教師の経験知と呼ば

れるもので構成される場合が多い」
６）

ことや
「具体的な実践方法については現場の教員の
判断によるところが限りなく大きい」

７）

ことも
原因であると考える。
　内田ら

８）

は、「外部機関との連携」につい
て、重要な生徒指導課題の一つであるが、そ
の連携の仕方については、当該校の教師（多
くは生徒指導主事）に任せられることが大き
く、それはほとんど経験に基づくやり方であ
り、様々な問題があると述べている。外部機
関との連携を図るとき、個人の経験や判断だ
けに依存することは、適切な連携を阻害する
可能性がある。一方、経験豊かな生徒指導主
事から連携がうまくいった事例を聴き、その
事例を分析することで個人の「経験知」を共
有するとともに、効果的な連携について探る
ことも可能であろう。
　しかしながら、実践事例に基づいて、連携
における経路の多様性を踏まえた生徒の問題
行動に関する外部機関との連携プロセスに関
する論文は見られない。
　本研究の目的は、「外部機関との連携」
（以下外部連携）に焦点を当て、子どもの問
題行動を認知した生徒指導主事が、連携する
ことによって問題の状況が好転するまでのプ
ロセスをモデル化することである。

Ⅱ　研究方法

１．対象と方法
１）対象
　生徒指導主事が生徒の問題行動について外
部連携した実践事例（５事例）を対象とし
た。
２）事例の収集方法
　調査対象者は、中学校に勤務する教職経験
25年の生徒指導主事である。中学校は義務教
育であることから、様々な背景の生徒が在籍
し、かつ、「中学校になると、小学校段階で
は潜在化していた問題等が多様な形で顕在化
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してくることから小学校では見られなかった
ような問題行動等の広がりが見られるように
なり、多様な関係機関との連携が必要となっ
てくる。」

９）

ことから中学生についての実践事例
を対象にした。また、生徒の問題行動におけ
る外部連携の経験に焦点を当て、歴史的構造
化サンプリング（histor ica l s tructured 
sampling：HSS）

10）11）12）

　により、外部連携の経
験をもつ生徒指導主事を選定し、実践事例に
ついて語ってもらった。生徒指導主事の勤務
校において、2013年３月に、90分の時間で実
践事例について半構造化面接を行った。表１
に、質問項目と内容を示す。面接内容は、対
象者の同意を得て、ICレコーダーに録音し
た。逐語録を作成して、データとした。
３）分析方法
　５事例の逐語録をもとに、文脈に基づき内
容の類似性と差異性を検討しながら分類し、
カテゴリー化した。複線経路・等至性モデル
（Trajectory Equifinality Model：TEM）を用
いて、５事例について分析した。TEMは、人
間を開放システムとして捉え、等至性を研究
の対象として中心的に扱うことにより、行為
の遂行や選択、発達的現象について時間的経
緯や社会的文化的背景の多様性を記述するた
めの方法論である

13）

。TEM の概念
14)）15）

　にもとづ
き、等至点（Equifinality Point：EFP）、両極
化した等至点（Polarized Equifinality Point：

P-EFP）、分岐点（Bifurcat ion Po int：
BFP）、必須通過点(Obligatory Passage 
Point：OPP）を設定した。外部連携する上で
抑制・阻害的影響を及ぼす要因を社会的方向
づけ（Social Direction：SD）、促進的影響を
及ぼす要因を社会的ガイド（Social Guidance：
SG）として表した。TEM図を作成し、外部連
携のプロセスのモデル化を図った。
　2013年６月に２回目の面接を非構造化面接
により行い、TEMによる分析結果に対する意
見を求めた。他の事例についてもTEM図に当
てはまるか検証してもらい、TEM図の修正を
行った。
　分析にあたっては、教育・養護・地域保健
を専門とする大学教員、現職の養護教諭、教
育委員会の指導主事で検討を重ねたことに加
え、分析結果を研究協力者にフィードバック
し、事例がＴＥＭ図に当てはまるか検証して
もらうことで、信頼性・妥当性を高めるよう
にした。
２．倫理的配慮
　調査対象者及び勤務校の学校長から研究協
力の承諾を得て調査を依頼した。倫理上の配
慮として、調査対象者に詳細な配慮事項を書
面に示し、口頭で説明した。面接内容は、同
意を得て、ICレコーダーに録音した。なお、
本研究は､新潟青陵大学倫理審査委員会の審査
を受け、承認を得て実施した。

表１　質問項目と内容

　質問項目
１．外部連携
　　の経緯等

　　　　　　　　　　　内　　容
①対象の生徒にはどのような問題行動があったか
②支援が必要になった経緯
③問題の解決のために、どのような支援が必要と考えたか
④校内連携は、どのように進めたか
⑤なぜ外部連携が必要と感じたか。
⑥どのような外部連携が必要と判断したか
⑦実際にどの関係機関と連携をとったか
⑧実際に連携をとって問題の解決にあたり、どのような点がよかったか
⑨外部連携について難しいと感じたことは何か
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Ⅲ　結果

１．事例の経緯
　外部連携が必要であると判断するまでの期
間を「第Ⅰ期」、実際に外部連携するまでの
期間を「第Ⅱ期」、外部連携した後の期間を
「第Ⅲ期」として、５事例の経緯についての
詳細を表２にまとめた。５事例の概要は、以
下の通りである。
事例A：男子
　同性間で性的接触があり、学校が相談機関

に相談した。保護者の了解を得て児童相談所
と連携を図った。特別支援学級に在籍するこ
ととなり、個別支援を行い問題行動がなく
なった。
事例B：男子
　事例Aと性的接触があり、学校が相談機関
に相談した。相談や障害に対して保護者の抵
抗感が強いため、繰り返し説得し、将来的支
援を視野に入れ、発達障害支援センターと連
携した。相談することで保護者が安定し、問
題行動が減少した。

表２　５事例の経緯
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事例C：女子
　携帯電話のトラブルから不登校になった。
その後、友人関係が広域化するとともに非行
行為を繰り返し、警察に補導された。家庭裁
判所で試験観察となり、司法と連携して学校
で支援を行ったところ安定した生活を送るよ
うになった。
事例D：男子
　家出を繰り返すため、警察と連携し対応し
た。家出中に被害を受けていたこと、14歳未
満であることから警察が児童相談所に通告し
た。児童相談所と連携を取り、将来的自立を
視野に入れ、保護者の同意を得て特別支援学
校に転校した。
事例E：男子
　触法行為があり警察と連携した。補導さ
れ、家庭裁判所で一般保護観察となり、司
法、少年サポートセンターと連携して支援、
指導を行うも、再び触法行為があり補導され
た。
２．連携プロセスのモデル化
　外部連携の経験についてのカテゴリーと主
なデータを表３に示した。表４は５事例の経
路を比較したものである。データにはない
が、制度的・論理的に存在すると考えられる
選択や行動、経路も加えて、TEM図を作成し
た（図１）。本研究におけるTEM概念の意味
は、以下の通りである。
等至点（EFP）：複数の多様な経路を経由し
て同じ結果が実現する最終状態
両極化した等至点（P-EFP）：設定した等至
点とは意味的に逆の経験
分岐点（BFP）：分岐や選択が生じる結節点
必須通過点（OPP）：等至点に至るまでに通
らざる得ない経験
社会的方向づけ（SD）：個人の選択や行動を
抑制・阻害する方向に働く力
社会的ガイド（SG）：個人の選択や行動に対
して補助的・援助的に働く力
生徒指導主事による選択や行動を【　】、制

度的・論理的に存在すると考えられる生徒指
導主事の選択や行動を〔　〕、社会的方向づ
け（SD）を〈　〉、社会的ガイド（SG）を
《　》として表す。
１）　第Ⅰ期：外部連携が必要であると判断
するまでの期間
　等至点（EFP1）を【外部連携が必要であ
る】とした。まず、【地域から情報をもら
う】、【教職員から報告がある】、【保護
者・生徒からの相談がある】、〔生徒から話
を聴く・観察する〕ことから【OPP1：生徒指
導主事が問題行動を認知する】。【BFP1：触
法行為がある】場合、生徒指導主事はすぐに
【EFP1外部連携が必要である】と判断してい
る。また、触法行為がない場合でも【BPF2：
虞犯性がある】場合や環境要因を把握し
【BFP3：校内対応には限界がある】場合、
【外部連携が必要である】と判断している。
　この期間における社会的方向づけ（SD）は
〈外部連携が必要であると判断しない〉方向
に働く力、それに対抗する社会的ガイド
（SG）は《外部連携が必要であると判断す
る》方向に働く力である。社会的方向づけに
は、スクールカウンセラー（以下SC）が週１
回の勤務であり、家庭訪問は難しいことによ
る〈SD1：SCの勤務形態〉（事例C）、保護
者が学校に情報提供しない〈SD2：保護者の
協力体制の問題〉（事例E）がある。それら
に対する社会的ガイド（SG）として、職員が
《SG1：情報を共有できる校内体制》があ
り、生徒指導主事が家庭環境や友人関係など
の《SG2：環境要因の把握》していること
が、５事例において社会的方向づけに対抗す
る力として発揮されていた。これらの社会的
ガイドによって、情報収集や問題行動の把
握、外部連携の必要性の判断がしやすくな
る。
２）　第Ⅱ期：実際に外部連携するまでの期
間
　等至点（EFP2）を【関係機関と連携する】
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表３　外部連携の経験についてのカテゴリー
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性を考え【特別支援措置が必要と判断する】
（事例A）か【通常学級で支援を行う】（事
例B）か判断する。【特別支援措置が必要と
判断する】（事例A）場合では、児童心理の
専門科医がおり、かつ障害者手帳の申請窓口
にもなっているという理由から【BPF8児童相
談所を選定する】（事例A）。【通常学級で
支援を行う】場合では、将来、継続して支援
を受けることができるという理由から【BPF9
発達障害支援センターを選定する】（事例
B）こととしたが、教育相談センターなど
〔その他の相談機関を選定する〕こともあり
得る。【関係機関と連携する】にあたり、
【保護者に了解を得る】。この時、事例Bの
ように保護者の抵抗感が強く、【了解が得ら
れない】場合、生徒指導主事は担任を介して
【繰り返し働きかける】ことで、【保護者の
了解を得る】という経路を通っていた。〔管
理職などの了解が得られない〕、〔保護者の
了解を得られない〕場合には、〔外部連携し
ない〕ことも考えられる。しかしながら、

とした。関係機関との連携のために、まず、
生徒指導主事は【管理職などの了解を得
る】。その後、必要により【他機関に連携先
を 相 談 す る 】 （ 事 例 A , B ） な ど し て 、
【OPP2：連携先を検討する】。【触法行為が
ある】（事例D、E）場合は、すぐに【BPF6：
警察を選定する】（事例D、E）が、【触法行
為がない】場合でも、【虞犯性がある】場合
や【BFP4：他害がある】（事例C）場合は
【B P F6：警察を選定する】（事例C）。
【BPF6：警察を選定する】場合、その後の連
携先は年齢によって異なってくる。【年齢が
14歳未満である】（事例D）場合、【BPF8：
児童相談所を選定する】（事例D）こととな
り、【年齢が14歳以上である】（事例C,E）場
合【BPF7：司法（家庭裁判所）を選定する】
（事例C,E）こととなる。
　他方、【触法行為はない】場合で【虞犯性
がない】場合は【BPF5：警察以外を選定す
る】（事例A,B）。【障害が疑われる】場合
はまず将来的な自立や進学、特別支援の必要

表４　５事例の経路の比較
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図１　問題行動に関する外部連携プロセス
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的行動に対する〈SD7：地域の協力〉（事例
C）が得られにくいという連携のとりにくさ
や学校と〈SD8：関係機関と見解の違い〉（事
例E）、〈SD9：家庭教育力が低い〉（事例
E）がある。それに対する社会的ガイドは、
《S D9：関係機関の協力》（事例C）、
《 S D 1 0 ： 保 護 者 の 安 定 》 （ 事 例 B ） 、
《SD11：保護者支援》（事例B,C）である。

Ⅳ　考察

１．第Ⅰ期：外部連携が必要であると判断す
るまでの期間
　連携プロセスにおいて、職員からの報告や
保護者の相談などから生徒指導主事が問題行
動を認知することが必須通過点になってい
る。対象者の勤務する学校では、問題は起こ
していなくても気になる生徒については、毎
週情報交換を行っており、また、生徒が問題
行動を起こした時は、必ず生徒指導主事に報
告があるシステムが構築されていた。「個々
の教職員が入手した情報は、生徒指導主事等
に速やかに連絡し、一元的に掌握することが
必要」

15）

であることから、早い時期に生徒指導
主事が問題行動を認識することが重要であろ
う。また、生徒指導主事は、家庭環境や友人
関係などの環境要因や障害など本人の資質を
把握し、校内対応では限界があると感じた場
合は外部連携が必要であると判断していた。
瀬田川

16）

が、「指導の限界を見極めなければ教
師だけで抱えることとなり、外部機関との連
携ができなくなる。指導の見極めは生徒の将
来への成長を願ったうえでの判断である」と
するように、学校だけで対応できない問題が
増えていることを十分認識し、速やかに連携
するためにも、情報収集を十分に行い、校内
対応の限界を見極めることが必要である。

２．第Ⅱ期：関係機関と連携するまでの期間
　生徒指導主事は、子どもの問題行動に応じ

〔保護者の了解を得られない〕場合でも、外
部連携の必要性がある時には、〔相談や通告
の必要があるか判断する〕ことで、学校と関
係機関で連携を図ることもあり得る。
　この期間における社会的方向づけ（SD）は
〈外部連携しない〉方向に働く力、それに対
抗する社会的ガイド（SG）は《外部連携す
る》方向に働く力である。社会的方向づけに
は、〈SD3連携先の情報不足〉や専門医の少
なさや受診まで時間がかかるなどの〈SD4：医
療機関の問題〉（事例A）、外部連携に対す
る〈SD5：保護者の抵抗〉（事例B）、〈SD6：
関係機関の対応範囲〉（事例C）が挙げられ
る。それらに対する社会的ガイドは、連携先
と《SG3：面識を持つ》（事例A）、《SG4：民
生委員や教育委員会からの協力》（事例
D,E）、《SG5：関係機関についての情報》
（事例C）、《SG6、8：将来的な援助の可能
性》（事例B,C）、《SG7：適切な診断》（事
例A）である。
３）　第Ⅲ期：外部連携した後の期間
　等至点（EFP3）を【好転する】、両極化し
た等至点（P-EFP）を【好転しない】とし
た。
生徒指導主事は、【生徒や保護者の話を聴
く】（事例C）ことや、【連携先から話を聞
く】（事例A,B､C,D,E）で、連携後の状況を把
握し、【関係機関と連携して生徒対応す
る】。状況に応じて【複数の関係機関と連携
する】などして、【適切な支援を行う】。外
部 連 携 し た こ と で 【 好 転 す る 】 （ 事 例
A,B,C,D）という場合もあるが、【好転しな
い】場合には、【生徒や保護者に指導・助言
する】ことがなされるが、不登校などにより
支援の限界があり【好転しない】（事例E）
もあった。
　この期間における社会的方向づけ（SD）は
〈好転しない〉方向に働く力、それに対抗す
る社会的ガイド（SG）は《好転する》方向に
働く力である。社会的方向づけには、反社会
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導を行い、生活改善を図っていった。また、
事例Bでは、関係機関が保護者と対応し、そ
の情報をもとに学校における生徒への対応を
変化させることで、保護者・生徒双方の安定
につながった。これらの事例から「行動連
携」の際、学校がすること、関係機関ができ
ること、連携して行うことを明確にすること
が重要であると分かった。

Ⅴ　おわりに

　本稿では、子どもの問題行動に関する学校
の外部連携について、生徒指導主事の選択や
行動を中心として、時間とプロセスの視点か
ら抽出した。生徒指導主事が外部連携にいた
る経路は複線的で多様性を帯びていることが
明らかになった。今後の課題は、外部連携の
必要性の判断や外部機関の選定などのそれぞ
れの選択や行動の基準などについて、詳しく
調査研究するとともに、スクールソーシャル
ワークとの関連も検討し、外部連携に関わる
実践に還元できるようにすることである。
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